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第１章 地球温暖化の現状と動向  

１ 地方公共団体実行計画策定の背景  

(1) 地球温暖化の仕組み  

 地球温暖化は，人間の活動が活発になるにつれて，二酸化炭素等の「温室

効果ガス」が大気中に大量に放出され，地球全体の平均気温が上昇する現象

のことです。  

産業革命以降，人間社会は化石燃料を

大量に燃やして使うようになり，二酸化

炭素などの温室効果ガスが大気中に大量

に排出されるようになりました。温室効

果ガスは地表面から放出された熱を吸収

し，地表面に再放出することから，温室効

果ガスが増えることで，地表の気温をど

んどんあたため，気温の上昇を招いてい

ます。  

 地球温暖化が進めば，海面上昇や異常

気象等人類の存続に関わる深刻な問題を

引き起こすことが予測されています。  

 

(2) 地球温暖化の現状  

 国連気候変動に関する政府間パネル（ IPCC）の第５次評価報告書によると，

世界全体の二酸化炭素排出量は人口増加や経済発展のため増加し続けてお

り，最も濃度が高くなるシナリオでは 21 世紀末の世界の平均地上気温は 2.6

～ 4.8℃上昇し，平均海面水位は 0.45ｍ～ 0.82ｍ上昇すると予測されていま

す。  

また，平均地上気温の上昇に伴って，ほとんどの陸域では極端な高温や熱

波の頻度が増加，中緯度の陸域と湿潤な熱帯域では，極端な降雨がより強く，

頻繁になる可能性が非常に高いとされています。  

  

地球温暖化の仕組み  

出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  
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出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  

出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  

世界の地上気温の経年変化  1950～ 2100 年までの気温変化  

海面水位の変化観測  2100 年までの海面水位の変化予測  

出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  

出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  
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(3) 地球温暖化に関する国際動向  

地球温暖化防止に関する対策として， 1992（平成 4）年に採択された「気

候変動に関する国際連合枠組条約」に基づき， 1995（平成 7）年より毎年，

「国際気候変動枠組条約締結会議（ COP）」が開催されています。  

 

【パリ協定の採択】  

このような中， 2015（平成 27）年 12 月にパリで開催された第 21 回気候

変動枠組条約締約国会議（ COP21）において， 2020 年以降の温室効果ガス削

減等のための新たな国際的枠組み「パリ協定」が採択されました。  

「パリ協定」は，国連の会議「 COP21」で 190 カ国以上が合意して採択さ

れたもので，世界全体の長期目標として以下の２つの目標を掲げて努力する

こととされました。  

( ｲ )  世界全体の平均気温の上昇を産業革命前からの地球の気温上昇を

２℃より十分に下回るものに抑え， 1.5℃以下に抑えるための努力を継

続する。  

(ﾛ) そのために， 21 世紀の後半に世界の温室効果ガス排出を実質ゼロに

すること。  

 

【ＩＰＣＣ  1.5℃特別報告書】  

地球温暖化について科学的知見

等から包括的な評価を行っている

組織である「気候変動に関する政府

間パネル（ IPCC）」は，2018（平成 30）

年に「 1.5℃特別報告書」を作成しま

した。報告書では，「地球温暖化を

1.5℃に抑制させるためには，二酸化

炭素排出量が 2030（令和 12）年まで

に 2010（平成 22）年比で 45％削減さ

れ， 2050（令和 32）年頃には正味ゼ

ロに達する必要がある。」と報告され

ています。  

 

 

 

 

 

 

出 典 ） 全 国 地 球 温 暖 化 防 止 活 動 推 進 セ ン タ ー  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p : / / w w w . j c c c a . o r g /） よ り  

平成 29（ 2017）年までの世界平均気温の推移

と今後の温室効果ガス抑制などに基づく気温

上昇の推計  
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 (4) 地球温暖化に関する国内動向  

【 2020（令和 2）年に向けた取組み】  

我が国では「地球温暖化対策の推進に関する法律」が 1999（平成 11）年

に施行されました。また，2005（平成 17）年には「京都議定書目標達成計画」

を策定し，京都議定書で約束した削減目標の達成に取り組んできました。  

一方，2011（平成 23）年３月の東日本大震災，東京電力福島原子力発電所

事故を受け，エネルギーシステムの脆弱性が明らかになったことから，国は，

エネルギー政策の見直し 2014（平成 26）年４月に第４次エネルギー基本計

画を策定しました。  

2013（平成 25）年 11 月に，原子力発電による温室効果ガスの削減効果を

含めずに設定した目標として，従来，国連気候変動枠組条約事務局に登録し

ていた 25％削減目標を撤回し， 3.8％削減目標を登録しています。これは，

原子力発電の活用のあり方を含めたエネルギー政策及びエネルギーミック

スが検討中であることを踏まえ，原子力発電による温室効果ガスの削減効果

を含めずに設定した現時点での目標であり，今後，エネルギー政策等の検討

の進展を踏まえて見直し，確定的な目標を設定することとしています。  

 

 

 

 

 

 

 

我が国の温室効果ガス排出量（ 2020 年確報値）  

出 典 ） 環 境 省 ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p s : / / w w w . e n v . g o . j p /） よ り  
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【 2030（令和 12）年に向けた取組】  

国は，2015（平成 27）年７月に安全性，安定供給，経済効率性，環境適合

を基本的視点とする「長期エネルギー需給見通し」を決定し，2030（令和 12）

年度のエネルギーミックス（電源構成）を定めるとともに，このエネルギー

ミックスを前提に，2030（令和 12）年度の温室効果ガス削減目標を 2013（平

成 25）年度比で 26％減とする「日本の約束草案」を決定し，国連に提出し

ました。  

この約束草案で示した目標の達成に向け，地球温暖化対策を総合的かつ計

画的に推進するため，国は「地球温暖化対策計画」（以下「国計画」という。）

を 2016（平成 28）年５月に策定し， 2018（平成 30）年７月には国計画に基

づく長期的に安定した持続的・自立的なエネルギー供給を目指すため第５次

エネルギー基本計画を策定しました。2021（令和 3）年 10 月には地球温暖化

対策計画を改定し， 2030（令和 12 年）年度の温室効果ガス排出量の削減目

標を，2013（平成 25）年度比で，温室効果ガス全体で 46％，そのうちＣＯ 2

のみでは 43％に引き上げました。  

また石川県では 2022（令和 4）年に石川県環境総合計画を改定し，その中

で 2013（平成 25）年度比で，温室効果ガス全体で 50％、そのうちＣＯ 2 のみ

では 47％とする温室効果ガス排出量の削減目標を掲げています。  

 

【 2050（令和 32）年に向けた取組】  

政府は，2020（令和 2）年 10 月の所信表明演説において，温室効果ガスの

排出を実質ゼロにするカーボンニュートラルを 2050（令和 32）年までに達

成する方針を表明しました。  

このような大幅な排出削減は，従来の取組みの延長では実現が困難である

ことから，抜本的排出削減を可能とする革新的技術の開発・普及などイノベ

ーションによる解決を最大限に追求するとともに，国内投資を促し，国際競

争力を高め，国民に広く知恵を求めつつ，長期的，戦略的な取組みのなかで

大幅な排出削減を目指し，また，世界全体での削減にも貢献していくことと

しています。  
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第２章 計画策定の目的と位置づけ  

１ 計画策定の目的  

(1) 計画策定の基本的な考え方  

世 界 共 通 の 目 標 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標

（ Sustainable Development Goals）」の達

成や政府の「 2050（令和 32）年カーボンニ

ュートラル」の実現など社会情勢の変化や，

国計画における温室効果ガスの削減目標も

踏まえ，新たな目標を設定し，ＣＯ 2 の排出

が少ない暮らしと脱炭素社会の形成を目指

します。  

 

(2) 計画策定の目的  

本市では地球温暖化の状況を踏まえ，地域特性を活かした地球温暖化対策

を積極的に推進することで，本市を脱炭素社会へと転換するとともに，世界

共通の課題である地球温暖化の防止に貢献することを目的として本計画を

策定しました。  

 

 (3) 計画の位置づけ  

本計画は，「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条第１項及び第 21

条第３項に規定する計画に位置づけるとともに，第３次こまつ環境プランの

「ＣＯ 2 排出が少ない暮らしと脱炭素社会の実現」を目指す基本目標の行動

プランとします。  

 

２ 計画の期間及び対象範囲  

 (1) 計画の期間  

本計画は，計画期間を 2021（令和 3）年度から 2030（令和 12）年度まで

の 10 年間とします。  

  基準年については，国計画と同様の 2013（平成 25）年度とします。  

 

 (2) 計画の対象範囲  

  計画の対象は小松市全域とし，あらゆる主体の取組が必要であることから

市民，事業者及び市全てを対象とします。  
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３ 計画の対象とする温室効果ガス  

本計画で対象とする温室効果ガスの種類は，ＣＯ 2（二酸化炭素）のみとし

ます。  

 ※  温室効果ガスには，ＣＯ 2，メタン（ＣＨ 4），一酸化二窒素（Ｎ 2Ｏ），ハ

イドロフルオロカーボン（ＨＦＣ Ｓ），パーフルオロカーボン（ＰＦＣ Ｓ），

六フッ化硫黄（ＳＦ 6），三フッ化窒素（ＮＦ 3）の７種がありますが，排出

する温室効果ガスの約９割を占めるのはＣＯ 2 であり，排出量の算出が困

難な他の６種については対象外としました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

日本の温室効果ガス総排出量に占めるガス別排出量の内訳（平成 30 年度実績）  

出 典 ） 国 立 環 境 官 急 所  

ウ ェ ブ サ イ ト （ h t t p s : / / w w w . n i e s . g o . j p /） よ り  
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第３章 地域の概況 

１ 自然的条件  

 (1) 位置・地勢  

本市は，石川県西南部に広がる加賀平

野の中央に位置しています。西は加賀市，

東は能美市及び白山市，南は福井県勝山

市と接しています。市域は，東西 21.7 ㎞，

南 北 32.6 ㎞ の 広 が り を も ち ， 面 積 は

371.13 ㎞ ２です。  

本市は，西に広がる平野部と東の丘陵

部・山地部で構成されています。東側の山

地から西の平野部に梯川が流れ，日本海

に注いでいます。平野部には農地・市街地

が広がっています。  

        

 (2) 土地利用  

  本市の南東は標高 2,702m の白山の麓

に位置し，山岳地帯が広がっているため，

山林地が 70％と最も多い割合を占めてい

ます。  

  また，農用地は 11％，市街化区域は 6％

となっています。  

 

２ 社会的条件  

 (1) 人口・世帯数  

  令和 4 年１月１日現在，本市における人口は 106,885 人，世帯数は 44,418

世帯となっています（住民基本台帳による人口・世帯数）。  

  本市の人口について，高齢者（ 65 歳以上）の占める割合は 28.6％，若者

（ 30 歳未満）の占める割合は 28.0％となっています。  

 

 (2) 交通  

市内には，JR は小松駅，粟津駅，明峰駅の３つがあり，小松から名古屋・

大阪へはそれぞれ特急で，約２時間 10 分で結ばれています。  

高速道路は北陸自動車道の小松インターチェンジと，安宅スマートインタ
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ーチェンジがあります。  

また，北陸の空の玄関口である小松空港があり， JR 小松駅から車で約 10

分のアクセスとなっています。現在は国内線６路線（札幌，羽田，福岡，那

覇，成田 (運休 )，仙台 (運休 )），国際線３路線（ソウル，上海，台北）が定期

便として就航しています。  

 

 (3) 産業  

  世界的な建設機械メーカーの生産拠点があり，協力企業等によって機械産

業を中心とした産業クラスターが形成されています。その他，国内最大手の

パーテーションメーカー，バス生産メーカーやそれらの関連企業が立地する

など，多様な産業集積が進んでいます。また，九谷焼や小松瓦などの伝統産

業も盛んです。  

  農業では古くからの米どころであり，トマト，ニンジン，千石豆，イチゴ，

大麦は，県内有数の収穫量を誇ります。  

  平成 27 年度の国勢調査によると，本市の就業者数は，54,647 人となって

います。その内訳は，第１次産業 2.1％，第２次産業 37.0％，第３次産業 57.9％

となっており，前述の産業地帯としての立地状況により，石川県の第２次産業

就業者割合の 27.4％を上回っています。  

 

 (4) ＳＤＧｓ未来都市  

  これまで本市が進めてきた「 10 年ビジョン」によるまちづくりや「共創と

ひとづくり」などの取り組みが認められ 2019（令和元）年７月に国から SDGs

未来都市に選定されました。  
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第４章 小松市の地球温暖化対策の現状と目標 

１ ＣＯ 2 排出量の算定方法  

 (1) ＣＯ 2 排出量の基本的な考え方  

  本市のエネルギー消費量の算定方法は，「地方公共団体実行計画（区域施

策編）策定・実施マニュアル算定手法編」（令和４年 3 月  環境省）に準拠し

た推計方法としています。算定方法は，市単位でデータがあるエネルギー源

（電気，都市ガス）は積み上げ法，データがないものは按分法としています。  

 

 (2) 対象とするエネルギー源と活動項目  

  対象となるエネルギー源は，市内でのエネルギー消費の中心となる石油製

品，都市ガス，電力に加え，産業部門および民生部門については石炭および

石炭製品を対象とします。石油製品の種別では，灯油，軽油，重油， LPG，

ガソリンを推計対象とします。  

  活動項目としては，産業部門，民生部門，運輸部門および非エネルギー利

用部門として一般廃棄物部門を対象とします。産業部門では，製造業，農業，

建設業，鉱業・採石業を対象とし，運輸部門では自動車と鉄道を対象としま

す。  

 

 

活動項目  エネルギー源  

部門  項  目  

石
炭 

石
炭
製
品 

原
油 

石
油
製
品 

天
然
ガ
ス 

都
市
ガ
ス 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
・ 

未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー 

事
業
用
水
力
発
電 

原
子
力
発
電 

電
力 

熱 

産業  

部門  

製造業  ○  ○  －  ○  ○  ○  －  －  －  ○  －  

農業･建設業等  －  －  －  ○  －  －  －  －  －  ○  －  

民生  

部門  

家庭  －  －  －  ○  －  ○  －  －  －  ○  －  

業務その他  ○  ○  －  ○  ○  ○  －  －  －  ○  －  

運輸  

部門  

自動車  －  －  －  ○  －  －  －  －  －  －  －  

鉄道  －  －  －  ○  －  －  －  －  －  ○  －  

 

推計の対象とするエネルギー源と活動項目  
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 (3) ＣＯ 2 排出量の推計方法  

  分野ごとのＣＯ 2 排出量の推計方法は，以下のとおりです。  

 

 

部門  発生源  業種・対象  
算定方法  

いずれも排出係数を乗ずる  

産業部門  

電力  電力使用量（北陸電力＋新電力）  

都市ガス  都市ガス使用量（小松ガス）  

その他  

製造業  
エネルギー消費量（石川県）÷製造品出荷額

等（石川県）×製造品出荷額等（小松市）  

農業･建設業

鉱業・採石業  

エネルギー消費量（石川県）÷従業員数（石

川県）×従業員数（小松市）  

家庭部門  

電力  電力使用量（北陸電力＋新電力）  

都市ガス  都市ガス使用量（小松ガス）  

その他  
エネルギー消費量（石川県）÷世帯数（石川

県）×世帯数（小松市）  

業 務 そ の

他部門  

電力  電力使用量（北陸電力＋新電力）  

都市ガス  都市ガス使用量（小松ガス）  

その他  
エネルギー消費量（石川県）÷用途別床面積

（石川県）×用途別床面積（小松市）  

運輸部門  

自動車  
燃料消費量（石川県）÷車種別車両数（石川

県）×車種別車両数（小松市）  

鉄道  
エネルギー消費量（全国）÷人口（全国）×

人口（小松市）  

一 般 廃 棄

物部門  

エ コ ロ ジ ー パ ー ク こ ま

つ  
プラスチックごみ量（小松市）  

 

 

２ 小松市におけるＣＯ 2 排出量の現状 

本市における 2020（令和 2）年（暫定値）のＣＯ 2 総排出量は 839 千ｔで

す。人口一人あたりでは年間 7.8ｔ，一世帯あたりでは年間 18.9ｔとなって

います。  

部門別では，製造業・建設業等の産業部門が 309 千ｔ，民生家庭部門が 202

千ｔ，商業・事務所等の民生業務部門が 130 千ｔ，自動車等の運輸部門が 191

千ｔ，一般廃棄物 8 千ｔとなっています。  

ＣＯ 2 排出量の推計方法  
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※令和 5 年 1 月 1 日現在，都道府県別エネルギー消費統計（資源エネルギ

ー庁）の令和２年度値が暫定値であるため，本市の令和２年度値は暫定

値となっています。  

 

 

 

 

 

小松市の部門別ＣＯ 2 排出量  

一世帯あたり・人口一人あたりＣＯ 2 排出量  
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３ これまでの小松市における地球温暖化対策  

小松市では，2001（平成 13）年 3 月に「地球温暖化防止小松市役所実行計

画」を策定し，小松市が地方公共団体として行う事務・事業について，温室

効果ガスを基準年（ 1999 年）から 2012（平成 24）年までに 15％削減するこ

とを目標に取組を推進してきました。  

その後，従来の環境マネジメント（ ISO14001）にはない柔軟な対応をすべ

く，当該計画は小松市役所環境マネジメントシステム＜ KEMS＞に引き継がれ，

電気使用量，コピー機カウンター数，ガソリン使用量を主な指標として省エ

ネや事務効率の改善を推進してきました。  

さらに 2021（令和 3）年 3 月には「小松市役所地球温暖化対策実行計画」

を策定し， 2021（令和 3）年から 2030（令和 12）年までの 10 年間を対象に

温室効果ガス，エネルギ―使用量の削減を目標に，クリーンエネルギーの活

用・省エネルギーの徹底，ペーパーレス化による省エネの推進，省エネに向

けた研鑽・意識啓発に取り組むこととしています。  

また， 2014（平成 26）年には，「小松市地球温暖化対策実行計画（区域施

策編）」（以下，「第１次プラン」という。）を策定し， 2020（令和 2）年度ま

でにＣＯ 2 排出量を 2008（平成 20）年度から 30％削減する目標を掲げ，市民

共創で取組を推進してきました。  

2021（令和 3）年 3 月には「第２次小松市地球温暖化対策実行計画（区域

施策編）」を策定し， 2030 年度までにＣＯ 2 排出量を 2013（平成 25）年度比

35％削減という目標を設定しました。  

 

４ ＣＯ 2 排出量の将来推計  

 (1) ＣＯ 2 排出量の将来推計方法  

  ＣＯ 2 排出量の将来動向を確認するため，本市のＣＯ 2 排出量の将来予測を

行います。将来推計は，過去の実績から，その傾向が将来も続くと仮定し，

統計的な分析手法により行い，リーマンショック（ 2008 年）によるＣＯ 2 排

出量の減少の影響が小さくなった 2011（平成 23）年度以降の各部門の排出

量から時系列トレンド推計法により推計します。  

  推計式は下記の中から，今後の情勢等を踏まえ，最も適当な推計式を選ぶ

ものとします。  
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推計式  数  式  特   徴  

直線式  Y=aX+b 単調な増加（減少）を示す直線式  

指数式  Y=ab X 
年次とともに緩やかに増加（減少）していく曲

線式  

対数式  Y=alog X+b 
年次とともに増加率（減少率）が減少していく

曲線式  

べき曲線式  Y=aX b 
年次とともに増加率（減少率）が増大していく

曲線式  

 

 (2) ＣＯ 2 排出量の将来推計結果  

  推計の結果，目標年となる 2030（令和 12）年度におけるＣＯ 2 総排出量は，

成り行きで年間 794 千ｔとなり，基準年である 2013（平成 25）年度比で約

35％の削減となっています。  

  部門別では， 2013（平成 25）年度比で産業部門において約 28％減，家庭

部門で約 59％減，業務その他部門で約 35％減となっています。  

 

 

 

 

 

推計式およびその特徴  

ＣＯ 2 排出量の将来推計結果  
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５ ＣＯ 2 排出量の削減目標  

 

 

 

  ＣＯ 2 排出量目標は，ＳＤＧｓの達成や政府の 2050（令和 32）年カーボン

ニュートラルの実現などが求められるなか，国計画における日本全体の削減

目標値（ＣＯ 243％・温室効果ガス全体で 46％（ 2013 年度比））や石川県の削

減目標値（ＣＯ 247％・温室効果ガス全体で 50％（ 2013 年度比））および部門

別目標の達成も踏まえ，定める必要があります。  

  そのため，本市においても 2050（令和 32）年におけるＣＯ 2 排出実質ゼロ

を目指し，ゼロカーボンシティを表明するとともに，本計画の目標として

2030（令和 12）年度までに成り行き予測の 35％削減を上回る 50％削減（平

成 25 年度比），ＣＯ 2 総排出量 611 千ｔを設定します。  

  また，中間目標としては，  2025（令和 7）年度のＣＯ 2 排出量 40％削減

（ 2013 年度比）， 739 千ｔを設定し， 2030（令和 12）年度の目標達成に向け

て取組を推進します。  

 

 

 

 

 

部  門  国計画の削減率  
市中間目標  

市目標値  
目標設定方法  

産業部門  38％  

削減率 38％  

排出量 298 千 t 

削減率 40％  

排出量 288 千 t 

国計画値を切上げ  

家庭部門  66％  

削減率 45％  

排出量 155 千 t 

削減率 70％  

排出量 84 千 t 

国計画値を切上げ  

業務その  

他部門  
51％  

削減率 45％  

排出量 117 千 t 

削減率 55％  

排出量 96 千 t 

国計画値を切上げ  

2030（令和 12）年度までにＣＯ 2 排出量を 2013（平成 25）年度

比 50％削減します  

部門別ＣＯ 2 排出削減目標  
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運輸部門  35％  

削減率 30％  

排出量 164 千 t 

削減率 40％  

排出量 141 千 t 

国計画値を切上げ  

一般廃棄

物部門  
15％  

削減率 60％  

排出量 6 千 t 

削減率 80％  

排出量 3 千 t 

可 燃 ご み の プ ラ ス チ ッ ク ご み 混 入

率を 2013 年度値の 20％（ 2020 年

度値の 40％）とする  

計  46％ ※  

削減率 40％  

排出量 739 千 t 

削減率 50％  

排出量 611 千 t 

 

※国計画 :エネルギー 起源 ＣＯ 2 削減目標 45％減   非エネルギー起源ＣＯ 2 削 減目標 14％減   

ＣＯ 2 のみで 約 43％減  
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第５章 ＣＯ 2 削減目標の達成に向けた取組  

 

 

 

１ 達成に向けた考え方  

  本計画の達成に向けて，積極的な地球温暖化対策と産業構造や経済社会の

イノベーションを推進し，新型コロナウイルス感染症からの経済回復と脱炭

素化を共に進める「グリーン・リカバリー」のもと，かけがえのない地球と

ふるさと小松を未来に引き継いでいくこととします。  

 

２ 推進計画  

 (1) エネルギーを大切にする省エネ行動を実践  

  テレワークやオンライン会議など新しい生活様式に対応したデジタル化

を加速させます。また，家庭や企業におけるスマート化や省エネ行動の実践，

環境教育を推進します。  

  ①  住まいや事業所のエコロジー化  

   1) 住宅や建築物の省エネ基準の適合  

   2) 省エネルギー機器の普及やＨＥＭＳ，ＢＥＭＳ，ＦＥＭＳなどを利

用したエネルギー管理  

   3) 高効率な設備の導入や屋上・外壁・窓等の断熱・気密性の向上促進  

   4) エネルギー診断の実施やＣＯ 2 排出削減計画の策定  

   5) スマートグリッドの普及を見据えたスマートメータの設置の推進  

   6) 企業システムのクラウド化による省エネ  

   7) 市の業務・事業における新たな環境マネジメントシステムの推進  

   8）  ESCO 事業等を活用した照明灯の早期 LED 化の実施  

  ②  学校や地域での環境教育・学習  

   1) 地球を思いやり，省エネ活動を身近に楽しむ意識づくり  

 

 (2) 自然エネルギーや新エネルギーの利活用  

次世代エネルギーの利活用によるレジリエントな自律分散型のエネルギ

ー社会を形成します。  

①  自然エネルギー（再生可能エネルギー）の導入・地産地消  

 1) 住宅，事業所，防災・交流拠点施設などへの太陽光やバイオマス発

電設備の普及促進  
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 2) ＰＰＡ（ Power Purchase Agreement：電力販売契約）による屋根や

遊休地の活用促進  

3) 太陽光発電、蓄電池の設置による電力の自家消費の促進と停電時の

電源の確保  

 4) エコロジーパークこまつの発電エネルギーの活用  

②  新エネルギーの利活用  

 1) 家庭用・業務用燃料電池など新エネルギー（水素）の利用を推進  

 

 (3) 次世代モビリティの普及などクリーンな移動手段を提案  

  ガソリン車の販売禁止の動きが世界的に加速する中，次世代モビリティの

普及を促進します。  

  ①  次世代モビリティの普及促進  

   1) 電気自動車（ＥＶ），プラグインハイブリッド（ＰＨＶ），燃料電池

車（ＦＣＶ），ハイブリッド（ＨＶ）の電動車（ｘＥＶ）の普及促進  

   2）ＥＶ充電設備の整備促進  

  ②  スマートバイク（電動自転車）の普及  

   1) 公共交通や自転車の利用，シェアリングサービスの普及促進  

  ③Ｖ２Ｈの普及  

   1) 家庭でのＶ２Ｈ設備導入促進によるＥＶ普及の促進と災害に強い

まちづくり  

 

 (4) 資源を有効に使い循環型の社会を形成  

  一般廃棄物（可燃ごみ）の減量化・リサイクルの推進によりごみ焼却量を

削減します。  

  ①  生ごみの資源化や減量化  

   1) 可燃ごみの多くを占める生ごみのたい肥化（資源化）や３キリ（使

いキリ，食べキリ，水キリ）による減量化の推進  

  ②  プラスチック資源の分別回収・リサイクルの徹底  

   1) 可燃ごみに混入されるプラスチックごみの削減  

  ③  指定ごみ袋無償配布の廃止  

   1) 指定ごみ袋無償配布廃止によるごみ発生の削減と資源化の推進  

 

 (5) 里山の再生とスマートな農林業でＣＯ 2 吸収と排出を抑制  

  里山本来の機能を活かした森林吸収やスマート農林業を推進します。  

  ①  計画的な間伐や植樹活動と住まいや事業所などのフローラル活動  

   1) 自然林 3,300ha の間伐・有効活用（資源循環）や企業の森づくり活

動を推進  
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   2) 市民共創による花・水・樹があふれる身近な空間づくり  

  ②  スマート農林業や農林業機械の電化  

   1) ドローンやＡＩを活用した画像診断や農薬・肥料の散布の推進  

   2) 機械の電化やシェアリングの促進  

 

３ 重要業績評価指標（ＫＰＩ）  

本計画の達成に向けて，次の指標を別途設けて，毎年度進捗を管理するも

のとします。  

 

 

部  門  指標項目  

基準値 (H25) 

実績値 (R3) 

中間目標 (R7) 

目標値 (R12) 

目標値設定方法  

ＣＯ 2  

削減量  

(千 t-

CO 2) 

産業部門  

家庭部門  

業務部門  

エネルギー自給率  

（ 市 内 電 力 使 用 量

に お け る 再 生 可 能

エ ネ ル ギ ー に よ る

発電量の割合）  

1.8％  

7.8％  

10％  

12％  

第 ３ 次 こ ま つ 環 境 プ

ラン  
40 

バ イ オ マ ス 設 備 設

置補助件数（累計） 

－件  

件  

100 件  

140 件  

第１次計画未達分  

第 ３ 次 こ ま つ 環 境 プ

ラン  

0.3 

木 質 バ イ オ マ ス チ

ップ出荷量  

 －  t 

5,130t 

7,000t 

8,000t 

第 ３ 次 こ ま つ 環 境 プ

ラン  
8 

運輸部門  
低 公 害 車 （ 電 動 車

ｘＥＶ）保有率  

 4.8％  
(推 計 値 ) 

13.8％  

25％  

40％  

国計画  

令和 12 年新車販売台

数に占める割合 50～

70％  

13 

一 般 廃 棄

物部門  

可 燃 ご み の プ ラ ス

チック混入率  

17.5％  

9.1％  

7％  

4％  

部門別ＣＯ 2 排出量一

般廃棄物部門と同様  

第 ３ 次 こ ま つ 環 境 プ

ラン  

9 

重要業績評価指標（ＫＰＩ）  
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森林吸収  

里 山 自 然 林 の 再 生

面積  

－  ha 

－  ha 

1,800ha 

3,300ha 

小 松 市 の 林 業 振 興 課

題と対策（こまつフォ

レスト協議会）施業可

能面積  

吸収  

11 

海浜エリア植林数  

 －  本  

8,268 本  

9,000 本  

10,000 本  

こまつ第 2 期 SDGs 未

来都市計画  

第 ３ 次 こ ま つ 環 境 プ

ラン  

吸収  

0.1 

 

 

４ 主体ごとの取組  

(1) 取組の考え方  

  未来の世代に良好な環境を残すため，ＣＯ 2 の排出を削減し，環境への負

荷の少ない持続的発展が可能な社会の形成が求められています。  

  このため，地域社会を構成する，市民・事業者・市が協働して取り組む必

要があります。以下は，各主体別の取組について述べたものです。  

 

(2) 市民の取組  

  ・家庭での消費エネルギーの節減  

  ・省エネルギー型ライフスタイルの実践  

  ・省エネルギー型家電製品の購入  

  ・住宅の新築や改築の際には，高断熱・長寿命の省エネ型を選定  

  ・自然エネルギーの活用，蓄電池やＨＥＭＳ，家庭用燃料電池の導入  

  ・詰め替え商品など環境配慮型商品の選択  

  ・公共交通や自転車の利用促進  

  ・レンタカーやカーシェアの利用  

  ・エコドライブの実践  

  ・自動車購入時に電動車（ｘＥＶ）の選択  

  ・ごみの分別の徹底と減量化  

  ・環境ボランティア活動やフローラルこまつへの参加  

・  ゼロカーボンアクション 30（環境省制定）  

～日常生活における脱炭素行動と暮らしにおけるメリット～  

 

(3) 事業者の取組  

  ・環境マネジメントシステムの導入  

  ・省エネルギー型機器・設備の導入  
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  ・建築物の高断熱・長寿命化，屋上・壁面緑化による省エネルギー化  

  ・再生可能エネルギー（太陽光，木質バイオマス，未利用バイオマス）や

業務用燃料電池の導入  

  ・エネルギー管理システムの導入  

  ・エコ通勤の推進  

  ・エコドライブの実践  

  ・自動車購入時に電動車（ｘＥＶ）の選択  

  ・環境ボランティア活動の推進  

  ・こまめな電源オフ，部分消灯など省エネルギー型事業活動  

  ・カーボンオフセット認証商品の購入・利用  

  ・副産物，廃棄物の再資源化と適正処理  

  ・リサイクル原材料の使用  

 

(4) 市の取組  

  ・市の業務・事業における新たな環境マネジメントシステムの推進  

・公共施設への再生可能エネルギー（太陽光，木質バイオマス，未利用バ

イオマス）の導入  

  ・市民への再生可能エネルギー導入の支援  

  ・事業所への省エネ設備，高効率機器，再生可能エネルギー導入の支援  

  ・住宅への断熱性・機密性向上の支援  

  ・自動車購入時に電動車（ｘＥＶ）の導入  

  ・新エネルギー分野の新技術や製品研究開発の促進  

・水素ステーションの誘致整備  

・ＥＶ充電設備の整備促進  

  ・待機電力ゼロ，照明の間引き，ＬＥＤ化等市有施設の省エネルギー推進  

  ・ごみ焼却熱を活用した発電の推進と電力の地産地消  

  ・「いしかわ家庭版環境ＩＳＯ」への積極的参加  

  ・環境保全活動等への積極的参加  

  ・公共交通の利用促進  

  ・電動アシスト自転車のシェアリングサービスの促進  

  ・エコドライブの推進  

  ・グリーン購入の推進  

  ・市民や事業者への情報発信と啓発活動の実施  
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５ 家庭でできる省エネ対策とＣＯ 2 削減量  

  家庭にある家電，機器は，毎日エネルギーを消費しています。家族みんな

が問題意識を持って省エネを実践すると，家庭全体で大きな効果を得ること

ができます。  

  家電製品もガス機器も自動車も，上手に選んで上手に使いましょう。１年

を通して家全体の効率的なエネルギーを考え，一人ひとりが自分にできる省

エネに取り組むことが求められています。  
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分  野  対   策  
CO 2 削 減 量  

(Kg-CO 2/年 ) 

照 明  
白 熱 電 球 を LED ラ ン プ に 切 り 替 え る   53 

点 灯 時 間 を １ 日 １ 時 間 短 く す る （ 白 熱 電 球 の 場 合 ）   12 

冷 暖 房  

夏 の 冷 房 は 28℃ に ， 冬 の 暖 房 は 20℃ に （ エ ア コ ン ）   49 

冬 の 暖 房 は 20℃ に （ 石 油 フ ァ ン ヒ ー タ ー ）   25 

冷 暖 房 を 必 要 な 時 だ け つ け る （ エ ア コ ン ）   35 

暖 房 を 必 要 な 時 だ け つ け る （ 石 油 フ ァ ン ヒ ー タ ー ）   42 

エ ア コ ン を 10 年 前 の も の か ら 買 い 替 え る   35 

エ ア コ ン の フ ィ ル タ ー を ２ 週 間 に １ 回 掃 除 す る   19 

電 気 カ ー ペ ッ ト の 設 定 温 度 を 低 め に す る  109 

テ レ ビ  

テ レ ビ を 見 な い と き は 消 す （ 液 晶 テ レ ビ ）   10 

画 面 の 明 る さ を 下 げ る （ 液 晶 テ レ ビ ）   16 

テ レ ビ を 10 年 前 の も の か ら 買 い 替 え る （ 液 晶 テ レ ビ ）   39 

冷 蔵 庫  
も の を 詰 め 込 み す ぎ な い   26 

設 定 温 度 は 適 切 に し ， 無 駄 化 開 閉 は し な い   42 

そ の 他 家 電  使 わ な い 機 器 は プ ラ グ を 抜 く   90 

入 浴  
入 浴 は 間 隔 を 開 け ず に   87 

シ ャ ワ ー は 不 必 要 に 流 し た ま ま に し な い   29 

温 水 洗 浄  

便 座  

使 わ な い と き は フ タ を 閉 め る   21 

便 座 や 洗 浄 水 の 温 度 は 低 め に   24 

自 動 車  

ふ ん わ り ア ク セ ル 「 ｅ ス タ ー ト 」 を 行 う  194 

加 減 速 の 少 な い 運 転 を 心 が け る   68 

早 め の ア ク セ ル オ フ を 心 が け る   42 

ア イ ド リ ン グ ス ト ッ プ を 行 う   40 

自 動 車 を 10 年 前 の も の か ら 買 い 替 え る （ ガ ソ リ ン 車 ）  248 

CO 2 排出量は，「家庭の省エネ徹底ガイド（資源エネルギー庁  平成 29 年 ）」による  

 

  これらを実践することにより，年間で１世帯あたり約 1ｔのＣＯ 2 を削減

することができ，市全体では年間約 44 千ｔのＣＯ 2 削減効果があります。  

  

家庭でできるＣＯ 2 排出削減の取組と効果  
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第６章 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制  

(1) 推進組織  

  計画の進捗状況の評価や施策の検討は，小松市環境審議会で行います。  

 

 (2) 庁内での推進体制  

  市における地球温暖化対策は，市の業務・事業における新たな環境マネジ

メントシステムの実行組織及び役割・責任・権限を活用します。  

 

２ 計画の進行管理  

本計画の進行管理は，おおむね５年の推進期間を目安として取組や目標値

の点検・評価を行い，見直しを図ります。  

  

３ 公表  

本計画の実施状況については，市ホームページ等で公表します。  


